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１問題 

1.1 世界の肥満問題と不健康な飲料・食品の摂取 

 世界保健機関によると、1975 年以来、世界中の肥満人口は約 3 倍に増加しているとさ

れる。2016年時点で、世界の約 49億人の成人（18歳以上）の 39％（約 19億人）は過重

（BMI≧25 kg/m2）、13％（約 6.5億人）は肥満（BMI≧30kg/m2）であり、5－19歳の子ど

もと青少年でも 18％（約 3.4 億）以上が肥満である（WHO,2018）。日本では 20 歳以上の

肥満率は男女各 30.7％と 21.9％であり(厚生労働省，2017)、全体では約 26.1％であり（総

務省，2017）、20 歳以下の肥満率は約 16.7％である（日本医事新報社，2018）。中国では

18歳以上の率は 42％、18歳以下の肥満率は 16％である(中国国民健康委員会，2015)。 

カロリーの摂取量と消耗量のアンバランスが肥満になる根本的な原因であり、世界的

に、脂肪が多く含まれた高エネルギー食品の摂取量の増加と体力活動の減少が肥満の原因

だと考えられている（WHO，2018）。また、糖分の摂取では、世界保健機関は一人一日当た

り 25ｇ以上の砂糖をとらないことを勧めているが (WHO,2015)、日本と中国一人当たりの

砂糖消費量は現在それぞれ 45ｇと 31ｇであり(農林水産省，2019)、推薦量を大きく超え

ている。 

個人への肥満対策として、脂肪と糖分からのエネルギー摂取量をコントロールするこ

と、果物や野菜、豆類と穀類及びナッツ類の摂取量を増やすこと、定期的に体を動かす（子

どもは毎日 60分、大人は週 150分）ことが推奨されている（WHO,2018）。 

また、食品工業において、加工食品の脂肪、糖分と塩量を減らすこと、全ての消費者が

負担できる健康的や栄養的な食品選択の獲得を確保すること、高糖分・高塩分・高脂肪食

品の広告などの販促行動、特に子どもと青少年への販促行動を規制すること、健康的な食

品選択の獲得可能性と職場で定期的な身体活動を確保することが「脂肪と糖分からのエネ

ルギー摂取量をコントロールする」などの健康飲食の促進に効果的であると示唆されてい

る（WHO,2018）。 
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1.2 不健康な飲料・食品の摂取量の増加の原因 

1.2.1 広告の影響 

 広告は視聴者を説得し、商品やサービスを購入してもらうには重要な役割を果たしてい

る（Ansariら,2011）。飲料・食品分野においては、摂取後に気分転換ができる「ムード」、

栄養・健康成分を強調する「安全性と健康・栄養」、手軽さを表現する「便利性」、カロリ

ーオフやゼロを強調する「ダイエット」、コスパを強調する「価格」がほとんどの食品・

飲料広告の訴求語である（浅川ら，2012）。 

但し、広告の訴求語が良いイメージの健康、安全であっても、広告に出現したほとんど

の食品・飲料は不健康である。たとえば、食品広告の 8 割以上が不健康であり（Chapman

ら，2006）、子どもに対する広告の中に、半分以上の食品・飲料は不健康である（楊，2018．

Kelly,2010）。 

食品広告及び食品ブランドへの接触は食品選択に影響している（Halford，2013）。世界

保健機関によると、不健康な飲料・食品の広告視聴が子どもの飲料・食品選択に大きな影

響を与えていることも多く報告され、特に広告業が急速に成長している発展途上国が要注

意と指摘された（Cairnsら，2009）。 

また、広告商品の品質に対する認識は消費者が広告などのメディアから得られる情報に

よって変わり、商品に対する認識がネガティブなほど需要も下がる（Capps ら,1991）。 

広告が商品をより良いイメージで伝えており、それを正しく認識できない子どもは影響

されやすい。テレビ広告の接触量の多い子どもは少ない子どもより食品選択時の好みが強

い傾向であり、特に肥満の子どもにおいてこの傾向がより強く見られており(Boylandら, 

2011)、2 時間以上広告を視聴した子どもの広告商品への欲求も有意に高い（楊，2018）。

また、ブランド表示がない同類品より、マクドナルドのブランド表示がつく食品と飲料の

ほうが子どもに好まれており、当時発売されていない（広告で宣伝されていない）商品で

も好まれる(Robinson,2007)。このような広告及びブランド意識をそのまま大人まで持ち

続けると不健康な飲料・食品を大量摂取による健康問題を起こす恐れがあると考えられ

る。 

また、広告では不健康な飲料を健康的に見せるため、視聴すると清涼飲料水などの甘い

飲料への健康評価が高くなり、清涼飲料水などの甘い飲料の摂取量も増える。このような

状況は子どもだけでなく、保護者の大人にも見られる。清涼飲料水などの甘い飲料に対す

る健康評価が高いほど、保護者と子どもの消費量が多くなり、さらに保護者の甘い飲料広

告の接触量は保護者自身の消費量及び子どもの消費量と正相関である（Ennessyら,2015）。

保護者は広告視聴で不健康な飲料が健康だと思い、摂取し続け、自分自身だけでなく、子

どもの不健康飲料の摂取も増加させた可能性がある。 

現在では、子どもの肥満問題に対し、子どもの不健康飲料・食品への接触を減らし、不

健康飲料・食品の販売（広告など）を規制することは有効な戦略だと指摘されている

（WHO,2010）。しかし、不健康飲料・食品メーカーもこれに気づき、ターゲットを子ども

から若い世代（15-24 歳）に変えている（freeman ら，2015）。 

 



3 

 

1.2.2 健康に関する態度・知識・意識の不足 

高齢者より、若者の高エネルギー低栄養価食品・飲料、特に清涼飲料水などの甘い飲料

の摂取量が多いことが報告されている（Bleichら,2008）。また、不健康食品・飲料の摂取

量の増加とともに、若い世代の朝食欠食、夜遅い食事、偏食などの食生活に関する問題も

多く報告されており、大学生に対する健康に関する態度・知識・意識の教育が重要だと指

摘された（謝，2002.宋ら，2012.厚生労働省，2008）。 

国に認められていない健康効果を広告や商品パッケージに表示したり、骨増強効果のあ

るカルシウム入りのような商品自体の健康効果に誤解しやすい表示を使ったりするなど

不正確及びミスリード的な栄養強調表示が消費者の購買行動を促進する恐れが示唆され

ている（Jensenら,1992）。健康に関する態度・知識・意識が低いほど、このような栄養強

調表示に影響され、不健康な食品・飲料を買う可能性が高くなると考えられる。 

広告や商品パッケージでは不健康な飲料・食品をより健康的にアピールしているため、

視聴者の健康意識が強く、健康に関する知識が不足するほど、広告に出た不健康な飲料・

食品を買う傾向がある。清涼飲料水などの甘い飲料を例として説明すると、広告や商品パ

ッケージに「砂糖不使用」という表示を使い、砂糖の代わりに人口甘味料を使用する飲料

は最近増えており、砂糖なしで甘味が変わらなく、さらにカロリーもゼロあるいは少なく

なり、健康且つ美味しいと思いながら購入した人は人工甘味料の強い甘味に慣れると、甘

味に対する感覚が鈍麻し、より甘い糖質を多く摂取する可能性もある（櫻井,2017）。これ

までに人工甘味料の安全性や使用が認められているが（農畜産業振興機構，2015）、甘味

料の摂取が体に及ぼす悪影響はまた議論されている（八幡,2015）。健康に関する知識が不

足で人工甘味料を十分認識できないと、思わぬ被害を受けることが予想される。 

健康意識が不足で清涼飲料水などの甘い飲料は不健康であると気づきにくく、安価であ

るだけで清涼飲料水などの甘い飲料を選ぶことは甘い飲料の消費量を増加させる原因の

1 つであるとされる。Cabrera（2013）のメタ分析では清涼飲料水などの甘い飲料の値上

げは需要と負相関であり、ジュースや牛乳など甘い飲料の代替品の需要、過重と肥満率及

び BMIの減少と正相関であると示された（Cabreraら,2013）。したがって、世界保健機関

は清涼飲料水などの甘い飲料の摂取を減らすため、清涼飲料水などの甘い飲料に砂糖税を

課することを提唱した（WHO,2018）。清涼飲料水などの甘い飲料の値段が上昇すると消費

量が少なくなることから、値段が飲料選択時の重要な基準であり、健康に関する態度・意

識が強くないと不健康飲料の摂取が増加し続ける恐れがある。 
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1.3 飲料・食品広告の技法 

 商品をアピールするために、広告にはさまざまな技法が使われている。 

 David(1994)は一般的な広告の技法を表 1-1 のように説明した。広告は 1～6 の要素を

表すことで、視聴者に対して a～gの目的を持っている。 

飲料・食品分野において、Jenkin（2014）のメタ分析では、子ども向けの飲料・食品広

告の主要な説得性技法としてプレミアムオファー（おもちゃまたはカードなどのおまけ）、

プロモーションキャラクター、健康栄養強調、味及び楽しみが取り上げられている、Mchiza

（2013）では、大人向けの不健康飲料・食品広告でも「幸福感を感じる」、「健康改善」、

「エネルギー補充」、「免疫機能強化」及び「栄養バランス」などの健康強調情報を使って

いることが報告されている。Huang（2012）ではアジア地域の不健康飲料・食品は広告を

中心に宣伝しており、清涼飲料水などの甘い飲料が不健康飲料・食品において代表的であ

ると述べている。浅川ら（2012）の日本の飲料・食品広告に対する分析でも、「ムード」、

「便利性」、「安全性と健康・栄養」、「ダイエット」、「価格」に関する訴求語がよく使われ

ていることが示されている。 

  アジア地域で映画スターなどが技法として多く使用されており、中国で多く使用されて

いる技法として、広告によく出現している健康に思わせる言葉は視聴者に健康と思われる

が、実際に不健康の裏があることが李（2015）に指摘されている（表 1-2）。 

 

表 1-1 広告の技法 

広告には： あなたに対する広告主の目的は： 

1.人気のドラマ、音楽、または映画スターが出演する a.注意力を引く 

2.面白い b.商品を買ってもらう 

3.商品の使い方を説明する c.商品知識を教える 

4.カトゥーンキャラクターが出演する d.広告が好きになってもらう 

5.他の商品と比較する e.商品がより好きになってもらう 

6.あなたとあなたの友達のような子どもが出演する f. 広告商品を持つと気持ちよくなると思わ

せる 

 g. 広告を覚えてもらう 
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表 1-2 食品広告語に隠されたこと 

言葉 イメージ 実は 

ノンフライ 健康 加工時にフライしないが、油を使っていないわけではない 

砂糖無添加 健康 代わりにブドウ糖、異性化糖、麦芽デキストリンがあるかもしれない 

零脂肪 健康 代わりに砂糖、ブドウ糖があるかもしれない 

高食物繊維 栄養 食感が悪いから脂肪など入れて調和する 

カロリーゼロ 健康 人口甘味料入り、また中国では 100gに 4cal 以下の食品はカロリーゼ

ロと定義されている 

高カルシウム 栄養 ほとんど炭酸カルシウムが入っており、体に吸収されにくい 

全穀物 栄養 穀物のほとんどの栄養素が加工時に失われた 

ノントランス型

不飽和脂肪酸 

健康 100g に含有量が 0.3g 以下はノントランス型不飽和脂肪酸といえ、し

かし生産方法によって不飽和脂肪酸がなくなり、飽和脂肪酸が 99％

以上なることもある。 

 

 健康であることが強調されるだけでなく、不正確な商品の情報が広告に使用されること

があり、消費者は注意が必要である。例えば、あるビスケットが特別な原材料を使用した

ため、広告やパッケージにその原材料の作用、「胃の調子を整える」という訴求語を使い、

さらに「胃病のある方にご提供する」とパッケージに記載した。しかし、国家標準では「胃

の調子を整える」という表示の使用が許可されていないため、虚偽宣伝で罰金が課された

（曽,2016）。これは不正確な情報を健康強調情報として使用している例である。このよう

な技法によって、視聴者は不健康な飲料・食品に対して健康的なイメージを持つようにな

ったり、あるいは健康的な部分のみ強調して宣伝を行い、視聴者はこれらの不正確及び偏

った情報への認識が不十分であると、鵜呑みにして健康問題を引き起こす恐れがある。 

このようなバイアスにかかった不正確及び偏った情報が紛れている広告を読み解くに

は、商品の詳しい情報を調べ、パッケージや CM などの広告と商品自体の違いに気づくこ

とが必要であると考えられる。 
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1.4 広告を読み解くための広告リテラシー 

1.4.1 広告リテラシーの定義 

広告リテラシーは様々な文脈とメディアを通して説得力のある広告情報を分析、評価及

び作成する能力と定義されている（Young，2003）。 

広告リテラシーはメディアリテラシーの一部である（Potter,2011）。メディアリテラシ

ーはさまざまなメディアを利用し、情報を得るときの選択、質問、理解、評価、創造と批

判の能力と定義された（Aufderheide，1992）。 

 

1.4.2 広告リテラシーの測定 

広告リテラシーは広告を分析、評価及び作成するための能力である。 

しかし、「子どもの広告に対する必要とされる概念的知識が十分であっても、その知識

を必ずしも広告の説得力への防衛手段として使うわけではない」（ Brucks

ら,1988.John,1999.Moseら,2005）、「関連する広告知識を思いだして運用するには広告

情報処理に高い積極性と能力がないといけない」（Buijzen,2010）という論点もある。 

したがって、Rozendaal（2011）は現在の感情ベースの広告に対して広告情報処理機能

が未熟な子どもは広告知識を広告接触時に使いこなすことが困難だと考慮した上、伝統的

な「概念的広告リテラシー能力」だけではなく、「広告リテラシーパフォーマンス：広告

情報に対して適切な知識を思い出して実際に運用する能力」と「態度的広告リテラシー：

広告に対する不信と消極的な態度を持つ能力」も重要だと述べている（表 1-3）。 
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表 1-3 Rozendaal（2011）の広告リテラシー測定項目 

概念的広告リテラ

シー 

①広告認知 メディアコンテンツから広告を区別する能力 

②広告販売意図理解 広告は商品販売を目的とすることを理解する能力 

③広告情報源認知 誰が広告代を支払うかを理解する能力 

④受信者認知 広告の目標受信者と分類はどうなっているかを理解

する能力 

⑤広告説得意図理解 広告は消費者の心理状態を影響しようとすることを

理解する能力 

⑥広告者説得策理解 広告者が商品をアピールするために説得策使用して

いることを理解する能力 

⑦広告バイアス理解 広告と実物が違うことを理解する能力 

広告リテラシーパ

フォーマンス 

⑧広告リテラシー喚起 広告からの情報を処理する時に、適切な広告知識を

思い出せる能力 

⑨広告リテラシー応用 情報処理する時に適切な広告関連知識を応用する能

力 

態度的広告リテラ

シー 

⑩広告への懐疑 広告に対する不信傾向 

⑪広告への嫌い 広告に対し、基本的に消極的な態度を持つ 

 

広告は商品やサービスを販売するにあたって重要な役割を果たしており、不健康な食

品・飲料を視聴する時に、広告リテラシーが高い人は広告リテラシーを活用し、広告が伝

えた商品について良い点に関する情報を鵜呑みにせず、自分の栄養知識などの健康知識と

照らし合わせ、広告が宣伝している食品・飲料の良い点と悪い点について批判的に評価す

ることができ、予想されない健康被害を受けなくなると考えられる。特に「味」は子ども

たちの食品・飲料を選択する時の決め手であり、食品・飲料の広告を接触するほど、子ど

もたちが広告に出た飲料・食品がより美味しいと思い、選択時に「味」に影響されやすく

なる。ただし、子どもたちに対して広告リテラシー教育を行うと、受けていない子どもた

ちより選択時の「味」の影響が小さくなったことが示されている（Oh-Ryeong ら,2018）。 

 また、一般的に、広告に対する批判的な態度（広告に対する懐疑や嫌いなど）は、広

告を処理する時に「この広告は本当のことを言っているの？」や「広告は嫌い！」のよ

うなネガティブな影響を与え、広告と広告ブランドや広告商品にも及ぼす（Zuwerink，

1996）。つまり、広告に対する嫌いと懐疑の態度が強いほど、広告に影響されなくなり、

広告商品や広告ブランドに対する欲求もより下がる。 

したがって、広告リテラシーのバイアス認知、懐疑性と行動について検討する必要が

あると考えられる。 
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1.5 広告リテラシーを高める方法 

1.4で述べたように、広告リテラシーはメディアリテラシーの一部分として重要性が認

められているが、Rozendaal（2011）は概念的知識以外に、態度的広告リテラシーと広告

リテラシーパフォーマンスも重要だと述べている。広告リテラシーを高めるには、従来の

概念的知識の教育だけでなく、態度（懐疑性など）も必要である。 

また、広告に接触する時に、広告に対する懐疑性が高く、広告にあるバイアス情報を発

見しやすいと考えられる。したがって、広告のバイアス情報を発見するために広告に対す

る懐疑性や広告のバイアスに関する知識を高めることが重要であると考えられる。 

 

1.5.1広告リテラシーを高める行動 

大人は広告を処理する時に、記憶にある以前家庭や学校で学んだ広告リテラシーの知識

を思い出して広告情報の処理に応用することができる（Frestad ら，1994）。子どもより

大学生は高い広告情報処理機能を持つため、広告に接触する時に関連する広告リテラシー

知識を使いこなして広告情報を処理することができると考えられる。広告リテラシーによ

り広告のバイアス情報を発見することによって広告の販売意図と広告の説得技法に対す

る認識が深まったり、広告に対する懐疑性を強まったりすることができ、逆に広告リテラ

シーを高まることができる。 

また、情報には、一次情報、二次情報、三次情報という概念があり、一次情報は調査者

本人がフィールドで、目で見・耳で聞き・体験したそれぞれの内容であり（宮崎ら,2018）、

二次情報は本人が他の人やメディアから聞いた情報であり、三次情報は情報源がどこかわ

からない情報である。農林水産省（2016）の調査では、信頼できると思われる食品安全の

情報源として、テレビ（70.6％）、新聞（56.6％）、インターネットネット（37.7％）、口

コミ（35.7％）、販売店（27.9％）、行政機関（26.4％）有料雑誌（16.9％）、学校（15.7％）、

研究機関（10.0％）などが挙げられていた、これらの情報源は二次情報や三次情報に当た

るものが多く、一次情報に当たる情報源は少なかった。編集されて製作者の意図が反映さ

れた二次や三次情報に多く接触すると、制作者に影響され、食品に対する認識が偏ってし

まうことになる。 

広告は二次情報であるが、広告の商品という一次情報を実際に確認し、広告が伝える情

報の偏りを確認することができる。たとえば、栄養素が多く含まれているから広告（二次

情報）に「多種類栄養成分」と宣伝したエネルギー飲料があり、視聴する時に広告リテラ

シーの懐疑性が高いため商品の成分を調べたり本物を確認したりすることになる。確認で

きた成分表（一次情報）にその「多種類栄養成分」の前に砂糖が記載されており、栄養成

分より不健康な砂糖がより多く入っていることを発見する。したがって、清涼飲料水など

の甘い飲料の広告に栄養強調という技法が使われている認識が深まり、このような広告に

対する懐疑性が高くなり、広告情報に偏りがあるという広告バイアス認知も強くなること

が予想される。 

以上の点から、子どもより広告知識が多く広告リテラシーが高い大学生は不健康な食

品・飲料の広告に接触する時に広告リテラシーを思い出して、商品情報を確認することで
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商品広告の技法への理解を高め、不信感や嫌いも強まったりすることで、広告リテラシー

を高まることができると予想される。  
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1.5.2 家庭及び学校での教育による広告リテラシーの育成 

 日本と中国では広告リテラシー教育はカリキュラムに導入されていないが、授業例の報

告がある。 

 日本では、2010 年に総務省が示したメディアリテラシーはメディアを主体的に読み解

く能力、メディアを通じコミュニケーションを創造する能力とメディアにアクセスし活用

する能力という 3つの能力からなっている。 

 飲料・食品に関する広告リテラシーは日本では家庭科の食育と合わせて教育している例

が見られる。金子（2013）は家庭科の授業において、特定保健用食品の炭酸飲料の CM を

使い、広告を批判的に見ることの重要性と、食品広告を消費者側と販売者側から見ること

の重要性を教えた（表 1-4）。 

 

表 1-4 金子（2013）の家庭科での食品広告リテラシー教育 

学習の狙い 学習内容 分析した質問 

広告を批判的に見るこ

との重要性を知る 

食品広告の問題を、消費

者側、販売者側両面から

考えてみよう 

・特定保健用食品の提示 

〇商品 CM（特定保健用食品 炭酸飲料）の提示 

・CM を見て、商品に対してどのような印象を持

ったか 

・商品の保健の効果を実証したグラフを読む 

・特定保健用食品を利用する際の注意点 

〇架空食品の宣伝文の提示 

・気になった文面を挙げる 

〇広告とのかかわる方について考察する 

「広告とどのようにか

かわっていけばいいの

だろう？」 
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 また、中西ら（2011）が開発した食育のプログラムに食品の CM と食品パッケージを使

って広告の技法知識についての授業も行った(表 1-5)。 

 

表 1-5 中西（2011）の食育プログラムの指導計画 

時数 学習テーマ 学習のねらい 主な学習内容  教材 

1 

食事のバランス 
料 理 区 分 と 

そ の SV 数を知る 

食事バランスガイドの概要を知る.先生・自分

の食事チェックをする． 

食事バランスガ

イド 

2 

3 

4 

5 

広告のテクニッ

ク 

自 分 の 食 事 

をチェックする 

記録してきた食事記録から自分の食事チェッ

クをする． 
食事バランスガ

イド 
自分の食事を振り返る． 

おやつを選ぶ時の

理由に気づく 

普段，どんな理由で菓子を選んでいるか考え

る．  
菓子のパッケー

ジ 
→ワークシート記入 

菓子の選択理由を発表し合うことで，友だちの

菓子の選択理由を知る． 

広告のテクニック

を知り，理解する 

菓子のパッケージから広告のテクニックを探

す。 

菓子のパッケー

ジ       

食品 CM（６本） 

6 

食品 CM を見て、どのような広告のテクニック

が使われているか見つけだす。 

→ワークシート記入 

グループで探したテクニックについて話し合

い、発表する 

→友だちの意見からワークシートへ意見を追

加する 

食品表示 
食品表示の読み方

を知る 

パッケージから食品表示の読み方を知る．  ウィンナーのパ

ッケージ →ワークシート記入 

7 
調理実習 

これまでの学習を

生かし，調理する 
ウィンナー料理を調理する．   

8 

9 
食事のバランス 

自分の適量に合っ

た献立を立てる 

自分たちが作ったウィンナー料理を加えて，バ

ランスの良い献立を立てる． 

食事バランスガ

イド 10 
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中国では、メディアリテラシー概念は定められていないが、小学校でメディアリテラシ

ー教育課程の開発と授業中の実践を行っている（陳ら，2013. 袁ら,2008）。例えば、成ら

（2011）の広告が主題となった授業の実践では、広告を制作することで広告の宣伝手法、

内容、目的、発信者、受信者について教育を行った（表 1-6）。これらの事例から、中国で

も授業中の広告リテラシー教育の例がある。 

 

表 1-6  成（2013）の広告に関する授業 

流れ 内容 目的 

主題導入 講師の出勤途中に撮影した映像を使い、日

常生活にある広告を見つかる 

広告は日常生活のどこにも浸入している 

主題展開 私たちに知る、覚える、選ぶために、広告は

どんな手法を使ったか 

広告の宣伝手法を知る 

主題イベ

ント 

広告制作：食品、サービス、公益 実際の制作体験で製作者側の意図を理解する 

主題深入

り 

広告は何？ 広告の目的は何か、製作者と視聴者は誰かについ

て理解する 
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1.6 健康に関する態度・知識・意識を高める方法 

健康に関する態度・知識・意識も不健康飲料・食品の摂取に関連するため、高める必要

がある。 

日本では、小学校から家庭科栄養で栄養に関する健康知識（開隆堂,2015）、保健科教育

（学研，2015）で健康とはどんなことか、健康とどう関係しているか、健康になるために

はどうすればよいかについて健康意識健康態度の育成に力を入れている。 

中国でも、保健知識と健康知識は義務教育小学校体育と健康課程標準に入っている。 

また、日本と中国では、健康栄養表示制度が導入され、飲料・食品の栄養表示を確認す

ることができるようになっている。食品・飲料は商品として法律に従いパッケージに栄養

や成分などの情報を掲載しており、購入する時に、パッケージに記載されている情報さえ

確認できれば、正しい商品情報を得られ、さらに栄養知識などの健康知識に照らし合わせ

ると、健康か不健康かを判断できると考えられる。 

大学生は食品選択において、栄養表示を確認することで購買決定を変えたことがあると

報告された（周ら，2011）。しかし、実際に選ぶ時に、栄養表示制度に対する認知度が低

く、広告や自己判断で選ぶことが多い。ほとんどの大学生は「ノンカロリー」、「カロリー

オフ」表示がある商品を購入する傾向であり（高山，2017）、「天然、健康、便利」を強調

する飲料を買う傾向でもあると報告された（徐ら，2007）。選択時に実際に成分表や栄養

表示を確認しないと、これらの表示を見て不健康な食品・飲料を健康的であると認識し、

不健康な食品・飲料をより多く摂取し、健康に悪い影響を及ぼすことが予想される。それ

は健康に関する態度・知識・意識が不足で食品の栄養成分表示を確認しなかったことに原

因があると考えられる。広告に接触する時に食品の栄養成分などの詳しい情報を確認する

と、食品や飲料について健康か不健康かを判断でき、不健康であれば広告に不正確や偏っ

た情報などのバイアス情報に対する認識が深まり、広告リテラシーに促進効果があると思

われる。 

したがって、広告リテラシーを検討する時に、健康に関する態度・知識・意識について

検討する必要がある。 
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1.7飲料に関する日本と中国の違い 

1.7.1 飲料市場 

日本では、全清飲（2019）によると、2018年清涼飲料水の市場規模はすでに 4兆 503億

円であり、カテゴリー別生産量の割合は茶系飲料 29％、炭酸飲料 17.6％、ミネラルウォ

ーター16.1％、コーヒー飲料 14.4％、果実飲料 7.5％、スポーツ飲料 6.6％とその他 8.8％

からなっている。清涼飲料水は炭酸飲料、茶系飲料、コーヒー、紅茶飲料、果実飲料、ス

ポーツドリンク、ミネラルウォーター、野菜飲料、乳性飲料、豆乳などに分けられている

（清涼飲料産業連合会，n.d.）。 

 中国では、前瞻産業研究院（2019）によると、2018年清涼飲料水の市場規模は 6439億

元(約 10.3 兆円)になり、カテゴリー別シェアはミネラルウォーター29.4％、コーヒーと

茶飲料 22.6％、炭酸飲料 17.9％、野菜果実飲料 16.8％、機能飲料 10.1％となっている。 

涼飲料水は炭酸飲料、果実飲料、野菜飲料、乳飲料、植物蛋白飲料（豆乳など）、ミネラ

ルウォーター、茶飲料、固形飲料（インスタントのパウダー類飲料）、特別用途飲料（ス

ポーツ飲料、栄養素飲料）などに分けられている（飲料通則，2007）。さらに清涼飲料水

の味では、日本とは違い、日本の無糖茶系飲料は中国では紅茶飲料と合わせて茶飲料に分

類し、清涼飲料水などの甘い飲料がほとんどである。 
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1.7.2 清涼飲料水の広告 

日本では、北原（2019）によると、2018年に日本の総広告費は 6.53 兆円になり、7年

連続で前年実績を上回った。その中、プロモーションメディア広告費（屋外、交通、折込、

DM、フリーペーパー・フリーマガジン、POP、電話帳、展示・映像ほか）とマスコミ４媒

体広告費（新聞 7.3％、雑誌 2.8％、ラジオ 2.0％、テレビメディア 29.3％）が 3 年連続

減少するのに対し、インターネット広告費が 3 年連続増加し、26.9％のシェアになった。

これと同時に、インターネット広告市場においてブランドセーフティー及びアドフラウド

（広告詐欺）、ビューアビリティー（広告の認識率）などの問題が顕在化しており、早急

な対策が必要だと報告された。 

一方、中国の広告市場はすでに 8000億元（約 12.4 兆円）になり、その中、インターネ

ット広告とテレビ広告の売上は昨年より 20％以上増加した。それぞれの広告で一番高い

シェアを占めたカテゴリーは食品と食品飲料である。これと同時に、インターネット広告

の違法率が上昇していることも指摘された（中関村互動営銷実験室，2019）。 

 日本では、摂取後に気分転換ができる「ムード」、栄養・健康成分を強調する「安全性

と健康・栄養」、手軽さを表現する「便利性」、カロリーオフやゼロを強調する「ダイエッ

ト」、コスパを強調する「価格」がほとんどの食品・飲料広告の訴求語であり（浅川ら，

2012）、「国産原材料使用」を強調することが多い（佐藤ら，2003）。これに対して、中国

の広告では、使われる宣伝語が重要であり、リズム感が重視され、スローガン的なもので

ある。このスローガンには、健康・美容効果を強調したり、味をアピールしたり、飲用の

場面を想像についてもらったりし、スローガンも覚えてもらい、ブランド意識と商品への

好みを築くという効果があるとされる（呉，2014）。 

 日本では、広告はほとんど伝統的なマスメディアに放送されており、近年 YouTubeなど

のオンラインメディアで放送されることも多い。これに対して中国では、番組やドラマな

どのスポンサーとして番組の名前の上に商品名やブランド名などを付けたり、番組が放送

されている間に司会者が口頭で商品名やスローガンを復唱したり、または番組に参加して

いる有名な人あるいはドラマの出演者が商品の味などについて説明したりするなど新し

い広告の形がある(兪, 2019)。 
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1.7.3広告リテラシーと健康に関する態度・知識・意識教育 

 日本では総務省（2010）によりメディアリテラシーに関する定義が示されているが、学

校においてメディア教育はほとんど行われていない。中国ではメディアリテラシーに関す

る定義さえもない状態にある。 

広告リテラシー教育への実践は、日本では、1.5.2に述べたように食育と合わせて食品

分野の広告リテラシーを行っている例があり、メディアリテラシー教育分野において、CM

制作というプログラムを通して広告情報を批判的に読み解く能力を育成するプログラム

もある（山口，2016； 2017）。また保護者へのメディアリテラシー講座で子どもの批判的

思考能力を育成するプログラムも開発され（高橋ら,2009）、家庭と学校両方から広告リテ

ラシー教育を展開する。中国では主に広告リテラシーに関する知識教育を主要手段として

実践が見られる（張ら,2009a.張ら,2009b）。保護者による家庭での教育の重要性もあげら

れたが（滕，2016）、このような状況に対して家庭に対する実践はまた見られていない。 

ただし、家庭でのコミュニケーションのパターンに関する研究では日本と中国の保護者

が子どもの広告視聴に与える影響について分析した研究があった。Rose（1998）の調査で

は日本の保護者の子どもの広告視聴に対する関与を「放任系」（35.4％）と「保護系」（40.7％）

に分類した（「合意系」は 17.7％）。「放任系」の保護者は子どもの広告視聴に対して何も

しなく、「保護系」の保護者は子どもの広告視聴に関与する傾向が高く、子どもの広告視

聴をコントロールし、自分の意思に従ってもらう傾向も高い。しかし、「保護系」の保護

者は広告に対するネガティブな認識が強いため（広告を信じない、広告は嫌いなど）、子

どもも広告に影響されにくいとされた。また、「合意系」の保護者は広告について子ども

と討論する傾向が高いことも述べられた。これに対し、Chan(2003)の調査では中国の保護

者が子供の広告視聴に対する関与を「保護系」（24.3％）と「合意系」（38.3％）に分類し

た（「放任系」は 24.5％）。「合意系」の保護者は子どもの広告視聴をコントロールし、自

分の意思に従ってもらう傾向も高いが、子どもが広告に対して自分なりの考えを表すこと

も促している。つまり、日本の保護者は子どもの広告接触に対して放任やコントロールし

ようとするタイプが多いのに対し、中国の保護者はコントロールするタイプが多く、中に

子どもの広告への自分なりの考えの養成を重視する人も多い。 

 健康に関する知識教育では、1.6に述べた通り、日本では家庭科や保健科で行い、それ

ぞれ食事栄養知識と保健知識を教育しているのに対し、中国では全部体育課程で行ってい

る。また、戎（2015）は家庭での健康教育を飲食衛生と栄養バランス教育、家庭救急とケ

ア、住居衛生教育、家庭保健教育、家庭心理的衛生教育と慢性病などの生活習慣病の予防

に分けている。 

 中国において、郝ら（2018）の研究では、保護者は食事時に子どもに飲食教育をしたり、

子ども良い飲食行動をほめたり、子どものバランス食事を誘導したり、子どもに食べるべ

き食物を提示したりしたと報告された。また、楊ら（2019）は学歴が高い母親の方が飲食

に関する健康知識や健康意識が強い傾向であり、子どもの不健康な飲食習慣も少なくなる

ことが示されている。 
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 日本においては、岩部ら（2019）の調査では、保護者と子どもの健康に関する態度・知

識・意識は正の相関であり、健康に関する態度・知識・意識が高いほど、野菜の摂取量も

増えることが示されている。 
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2 研究目的 

以上のことから、本研究では、調査行動の有無と広告リテラシー、または健康に関する

態度・知識・意識との関係を検討することを目的とする。 

調査行動と広告リテラシーに関する仮説は以下の通りである。 

仮説 1：清涼飲料水の詳しい情報に対する調査行動によって広告に不正確な情報があるこ

とを発見した経験がある人は、経験がない人よりも広告リテラシーが高いだろう 

仮説 2：清涼飲料水の詳しい情報に対する調査行動によって広告に情報の偏りがあること

を発見した経験がある人はない人よりも広告リテラシーが高いだろう 

調査行動が広告リテラシーへ促進効果を図１に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広告接触 

調査なし 

偏りあり 

不正確あり 

調査あり 

偏りなし 

不正確なし 

広告リテラシー↑ 

変化なし 

図 1 調査行動と広告リテラシー 
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さらに、1.7.3に述べた通り、家庭や学校で受けた広告リテラシーと健康教育は広告リ

テラシーと健康に関する態度・知識・意識に影響すると考えられ、図 2や図 3のように予

測される。 

したがって、学校と家庭での教育と広告リテラシーや健康に関する態度・知識・意識に

関する仮説を以下の通りに立てた。 

仮説 3：学校と家庭で広告リテラシーに関する教育を受けた経験が多いほど、広告リテラ

シーが高いだろう 

仮説 4：学校と家庭で健康教育を受けた経験が多いほど、健康に対する態度・知識・意識

が高いだろう 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

学校広告リテラシー教育 

家庭広告リテラシー教育 

広告リテラシー 

学校健康教育 

家庭健康教育 

健康に関する

態度・知識・

意識 

図 2 広告リテラシー教育に関する仮説 

（重回帰モデル） 

図 3 健康教育に関する仮説 

（重回帰モデル） 
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3 研究方法 

3.1 調査対象 

日本人大学生 405名（うち男性 123名、女性 282名）と中国人大学生 400名（うち男性

188名、女性 212名）を対象とした。 

 

3.2 質問項目 

3.2.1 スクリーニング項目 

本研究ではスクリーニング項目として、日本では 2 項目、中国では 3 項目を設定した。

日本の 2項目と中国と共通 9項目とした(表 3-1)。 

 

3.2.1.1 中国のみのスクリーニング項目 

本研究では、清涼飲料水の広告接触による調査行動が広告リテラシーに与える影響につ

いて研究を行っており、期間設定は「6月下旬〜7月中旬：大学の通常授業期間」とした。

しかし、中国では大学が夏休みに入る時期が学校によって異なる。7月にまだ授業期間中

の学校もあるが、既に夏休みに入った大学も多いことから、中国の調査では、最初「あな

たの大学は 7月中旬にも授業がありますか」という質問を設置し、「いいえ」と回答した

人は調査対象外とした。 

 

3.2.1.2 日本と中国に共通するスクリーニング項目 

まずは「6 月下旬〜7 月中旬：大学の通常授業期間」内清涼飲料水の広告に接触したか

どうかを尋ねた。 

 「この 1か月の間（6月下旬～7月中旬：大学の通常の授業期間）」に、表 3-1の 10項

目：「A.テレビ CM」、「B.テレビ番組」、「C.雑誌広告・記事」、「D.チラシ・DM・メー

ルマガジン」、「E.カタログ・パンフレット」、「F.店頭」、「G.家族・友人・知人」、

「H.商品 HP・企業 HP」、「I.ショッピングサイト・比較サイト・掲示板」、「J.口コミ

サイト・Twitterや Facebook などの SNS」を通して清涼飲料水（乳酸菌飲料、乳及び乳製

品を除く酒精分容量 1 パーセント未満を含有する飲料：例として炭酸飲料、茶系飲料、コ

ーヒー飲料、ミネラルウォーター、スポーツ飲料、果実飲料など）のよい点や悪い点に関

する情報（文字・画像・映像・音声など）をそれぞれ見たり聞いたりすることどのぐらい

よくありましたか。」を設定した（計 20 項目）。よい点としては「おいしい」、「香り

がよい」、「骨を強くする」、「血糖値を下げる」、「ビタミン C入り」、「カロリーオ

フ」、「本物」、「自然」、「すっきり（気分爽快）」、悪い点に「まずい」、「香りが

きつい」、「虫歯になりやすい」、「血糖値を上げる」、「栄養価がない」、「高カロリ

ー」、「偽物」、「人工合成」、「どんより（気分悪い・気持ち悪い）」などの例を入れ

た。良い点に関する質問の 10項目は表 3-1に示した。悪い点に関する質問にも同様の 10

項目を用いた。これらの 20項目に対して、「まったくなかった」、「ごくたまにあった」、

「ときどきあった」、「よくあった」の 4件法で回答を求めた。質問項目は、神田ら（2013）
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が 39 商品カテゴリーの購入に影響を及ぼす情報源と情報発信に関する研究に使われた情

報源（表 3-1 の A～G）から若者があまり使わない新聞を除き、趙（2017）の日中大学生

の SNS利用傾向と Tee（2018）の大学生の消費行動と SNS利用に使用された「ショッピン

グサイト・比較サイト・掲示板」と「口コミサイト・Twitterや Facebook（中国では WECHAT

と WEIBOに書き換え）などの SNS」を足して作成した（表 3-1 スクリーニング項目１）。

本研究はメディアで清涼飲料水の広告に接触している人にこの後の質問項目への回答を

求めるため、20 項目に全部「まったくなかった」と回答した人は清涼飲料水の広告を接

触しなかったとみなし、研究対象外とした。 

次に、商品の購入前後、飲用前後の調査行動の有無を確認するため、「[この 1 か月の

間（6 月下旬～7 月中旬：大学の通常の授業期間）によい点や悪い点に関する情報を見た

り聞いたりした]と回答した清涼飲料水について」、「より詳しい情報（具体的な商品情

報や関連情報[健康や栄養に関する情報、他の人の評価、売り上げなど]）」を調べたこと

があったかどうかに対して「あった」と「なかった」の回答を求めた。ここで全部「なか

った」を回答した場合は「調査行動なし」とし、1つ以上「あった」と回答した場合は「調

査行動あり」とした。 

 

表 3-1 飲料に関するスクリーニング項目 

スクリーニング項目 1:清涼飲料水の良い点と悪い点に関する情報を接触したメディア 

A. テレビ CM 

B. テレビ番組 

C. 雑誌広告・記事 

D. チラシ・DM・メールマガジン 

E. カタログ・パンフレット 

F. 店頭 

G. 家族・友人・知人 

H. 商品 HP・企業 HP 

I. ショッピングサイト・比較サイト・掲示板 

J. 口コミサイト・Twitter や Facebook などの SNS 
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3.2.2 調査行動の詳細 

 広告接触で清涼飲料水の詳しい情報を「調べた」についての質問に「まったくなかった」

と回答した大学生を「調査行動なし」群に分け、「ごくたまにあった」、「ときどきあった」

と「よくあった」と回答した大学生を「調査行動あり」群に分けた。「調査行動あり」群

に対してのみ、「この 1 か月の間（6 月下旬～7 月中旬）に見たり聞いたりした清涼飲料

水のよい点／悪い点に関する情報」について表 3-2 の情報を見たり聞いたりしたことが

どのくらいよくあったかについて、「まったくなかった」、「ごくたまにあった」、「ときど

きあった」と「よくあった」の 4件法で回答を求めた。このほかに、「この 1 か月の間（6

月下旬～7月中旬）に見たり聞いたりした清涼飲料水」の印象がよくなった（I.）、悪く

なった(J.)ことがどのくらいよくあったかについてもそれぞれ同様の 4件法で尋ねた。 

 

表 3-2 調査行動の詳細に関する項目の例と選択肢 

質問項目 

A.誤った情報があった 

B.正しいかどうかが判断できない情報があった 

C.よい点に関して伝えられていなかった情報があった 

D.悪い点がまったく伝えられていなかった 

E.誤った情報があった 

F.正しいかどうかが判断できない情報があった 

G.悪い点に関して伝えられていなかった情報があった 

H.よい点がまったく伝えられていなかった 
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3.2.3 学校と家庭における広告リテラシー教育と健康教育 

前述のように、学校および家庭からの広告リテラシーと健康に関する態度・知識・意識

は大学生の食品と選択行動に影響を及ぼすと予想され、ここでは学校と家庭における広告

リテラシー教育 4 項目と健康教育 6 項目について回答を求めた。項目例については表 3-

3に示した。広告リテラシー教育 4項目と健康に関する態度・知識・意識 6項目を合わせ

て、学校と家庭それぞれに対して 10項目の質問を設け、「まったくなかった」、「ごくたま

にあった」、「ときどきあった」、「よくあった」の 4件法で回答を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 3-3 広告リテラシー教育と健康教育に関する項目の例 

 質問項目  

広告リテラ

シー教育 

広告が商品のよいところを強調して伝えていること 

広告には商品を買いたくなるようなさまざまな技法（例：食べたり飲んだりするシー

ンがある、有名なキャラクターなどが商品の宣伝をしている、商品のおいしさや便利

さなどを強調している、など）が使われていること 

健康教育 五大栄養素の種類や体内での働き 

塩味の菓子が健康的でないこと 

1 日に取ってよい、おやつの量（飲みものを含む） 
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3.2.4広告リテラシー 

 広告リテラシーの項目では、商品の広告への懐疑性と広告へのバイアス認知について、

Rozendaal(2014)がまとめた概念的広告リテラシーの懐疑性尺度 5項目（表 3-4 広告リテ

ラシーEGHIJ）と態度的広告リテラシーのバイアス認知尺度 5項目（表 3-4広告リテラシ

ーABCDF）の 10項目について「まったくなかった」、「ごくたまにあった」、「ときどきあっ

た」、「よくあった」の 4件法で尋ねた。また、Rozendaal の広告リテラシーの懐疑性尺度

の内容と違い、広告懐疑主義として多く使われている Obermiller (1998)が開発した懐疑

性尺度（表 3-4懐疑性尺度の ABCGI）に「あてはまる」、「どちらかというとあてはまる」、

「どちらともいえない」、「どちらかというとあてはまらない」、「あてはまらない」の 5件

法で回答を求めた（表 3-4）。 

 

表 3-4 広告リテラシー関する項目 

質問項目 

広告リテラシー

(Rozendaal,2014) 

A.商品の広告が真実ではないことを伝えていると思われること 

B.商品の広告を信じられると思われること* 

C.商品の広告が真実であると思われること* 

D.商品の広告が真実を伝えていると思われること* 

E.商品の広告が商品の悪いところだけを伝えていると思われること 

F.商品の広告がうそを伝えていると思われること 

G 商品の広告が現実であると思われること* 

H.商品の広告が作り物であると思われること 

I.商品の広告が商品のよいところだけを伝えていると思われること* 

J.商品の広告で見るものが実物そのままのようだと思われること* 

懐疑性尺度

（Obermiller,199

8） 

A.広告は、商品の質（特徴）について知るための信頼できる情報を伝えていると思われる * 

B.広告を見た後、商品について正しい情報を知ることができたと感じる* 

C.広告は、宣伝されている商品の本当の姿を提示していると思われる* 

G.広告は商品についての本当のことを上手に伝えていると思われる* 

I.私たちは広告によって商品についての本当のことを知ることができると思われる* 

注：*は逆転項目であり、分析時に逆転処理した。 
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3.2.5 健康に関する態度・知識・意識 

 日本の小学校の家庭科教科書（東京書籍，2015.開隆堂，2015）に記載されている食事

栄養知識、または中国の中学校の化学教科書（人民教育出版社，2012）に記載された栄養

素知識と中国国民食事宝塔に記載されている食事知識に家庭科教科書と共通の部分を合

わせて 5項目（項目例：「1日に必要な食事のカロリー量を知っている」）と折原ら（2006）

の健康意識尺度 10 項目に「あてはまる」、「どちらかというとあてはまる」、「どちらとも

いえない」、「どちらかというとあてはまらない」、「あてはまらない」の 5件法で回答を求

めた（表 3-5）。 

 

3.3 手続き 

 オンライン調査は、日本では 2019年 8月上旬、中国では 2019年 8月下旬に調査会社へ

依頼して実施した。 

 また、本研究は筑波大学の倫理審査の承認を得て実施した。 

 

 

表 3-5 健康意識の項目の例 

健康意識 

A.私が重大な病気になるとは思わない* 

B.他の人よりも私は重大な病気になる確率は低いと思われる* 

C.今のままの生活習慣でも健康を害することはない* 

D.不健康行動をしても病気になる人は限られている* 

E.自分では健康だと思っている* 

F.テレビや友人の話などの健康情報の内容を実行することが多い 

G.健康に関する情報を集めるようにしている 

H.健康維持・増進のために何らかの努力をしている 

注：*は逆転項目であり、分析時に逆転処理した。 
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4 結果 

4.1 スクリーニングの結果 

4.1.1 回答者の内訳 

 スクリーニング項目で「6 月下旬〜7 月中旬：大学の通常授業期間」に清涼飲料水の良

い点や悪い点に関する情報を接触したことがある日本と中国の大学生に対し（表 4-1-3）、

「購入前」、「飲用前」、「購入後」、「飲用後」の４時点で「その清涼飲料水についてのより

詳しい情報（具体的な商品情報や関連情報[健康や栄養に関する情報、他の人の評価、売

り上げなど]）について調べた」に一つ以上「あった」と回答した場合に「調査経験あり」

とし、4時点いずれでも調べたことが「なかった」と回答した場合に「調査経験なし」と

した。計 799名分データを収集した。回答者の内訳は表 4-1-1に示した。 

  

表4-1-1 回答者の内訳 

 
日本 中国 

調査あり 調査なし 合計 調査あり 調査なし 合計 

男性 65（16.2） 57（14.2） 122（30.4） 90（22.6） 97（24.4） 187（47.0） 

女性 133（33.2） 146（36.4） 279（69.6） 110（27.6） 101（25.4） 211（53.0） 

合計 198（49.4） 203（50.6） 401 200（50.3） 198（49.7） 398 

注：（）内は国の総人数に対する割合を表す。 

 

また、「調べた」ことになる時点は日本人大学生では 30.6％が購入前、23.7％が飲用後、

20％が購入後、18.5％が飲用前と回答し、中国人大学生では、34.8％が購入前、18.8％が

飲用前、15％が飲用後、14％が購入後と回答した。購入前に清涼飲料水の情報について調

べる大学生が一番多かった（表 4-1-2）。 

 

表 4-1-2 各時点で調査した人数 

  日本 中国 

  あった なかった あった なかった 

購入前 123 （30.6％） 278 （69.4％） 139 （34.8％） 259 （65.3％） 

飲用前 74 （18.5％） 327 （81.4％） 75 （18.8％） 323 （81.3％） 

購入後 84 （20.7％） 317 （79.3％） 56 （14％） 342 （86％） 

飲用後 96 （23.7％） 305 （76.3％） 60 （15％） 338 （85％） 

注：（）内は国の総人数に対する割合を表す。 
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4.1.2 清涼飲料水の良い点と悪い点に関する情報への接触状況と調査経験の有無 

 「6 月下旬〜7 月中旬：大学の通常授業期間」に飲料の良い点と悪い点に関する情報の

接触経験の各項目の得点を表 4-1-3に示した。 

 ここでは、清涼飲料水良い点と悪い点に関する情報のうち（表 3-1）、家族・友人・知人

からの情報は広告に含まれないため、この項目のみ接触があり、他の項目に「まったくな

かった」と回答した大学生は広告を接触しなかったとみなし、分析から除いた。 

 清涼飲料水の良い点に関する情報の総点数と悪い点に関する情報の総点数を従属変数

とし、国と調査経験の有無を独立変数として分散分析を行った。しかし、母分散が等しく

なかったため、国と各調査経験のありなしの 4 条件に対してノンパラメトリック検定の

独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行った。その結果、清涼飲料水の良い点に関

する情報では、各条件間に 5%水準で有意差が見られ、日本人大学生より中国人大学生、

各国の調査経験あり群より調査経験なし群のほうが清涼飲料水の良い点に関する情報に

多く接触していた（表 4-1-3）。 

清涼飲料水の悪い点に関する情報では、国群間、日本の調査経験のありなし群間に 5％

水準で有意差が見られ、中国人大学生は日本人大学生より清涼飲料水の悪い点に関する情

報を多く接触しており、日本人大学生の調査経験なし群よりあり群のほうが悪い点に関す

る情報に多く接触していた（表 4-1-3）。 
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表 4-1-3 調査経験の有無と良い点・悪い点に関する情報の接触情報 

  

良い点に関する情報 悪い点に関する情報 

日本 中国 日本 中国 

あり

(N=198) 

なし

(N=203) 

あり

(N=200) 

なし

(N=198) 

あり

(N=198) 

なし

(N=203) 

あり

(N=200) 

なし

(N=198) 

テレビ CM               平均 2.85 2.71 3.23 3.03 1.51 1.33 1.93 2.02 

標準偏差 0.98 0.90 0.80 0.82 0.89 0.70 0.90 0.92 

テレビ番組       平均 2.35 2.10 3.24 2.88 1.57 1.39 2.04 2.11 

標準偏差 0.97 0.99 0.74 0.84 0.88 0.71 0.90 0.89 

雑誌広告・記事         平均 2.07 1.47 2.56 2.35 1.52 1.18 2.14 2.21 

標準偏差 0.99 0.80 0.73 0.78 0.82 0.52 0.84 0.79 

チラシ・DM・ 

メールマガジン 

平均 

標準偏差 

1.80 1.46 2.46 2.17 1.48 1.13 1.90 1.83 

0.98 0.80 0.92 0.89 0.84 0.45 0.88 0.84 

カタログ・ 

パンフレット 

平均 

標準偏差 

1.64 1.38 2.96 2.73 1.40 1.11 1.83 1.84 

0.86 0.76 0.77 0.90 0.79 0.41 0.92 0.86 

 店頭                  平均 2.72 2.25 3.39 3.15 1.46 1.14 1.88 1.88 

標準偏差 1.03 0.99 0.65 0.87 0.85 0.47 0.96 0.96 

 商品 HP・企業 HP       平均 2.14 1.56 3.17 2.93 1.44 1.13 1.89 1.88 

標準偏差 1.05 0.87 0.72 0.85 0.81 0.47 0.92 0.89 

ショッピングや比

較サイト・掲示板       

平均 

標準偏差 

2.16 1.56 3.29 3.04 1.76 1.27 2.30 2.26 

1.05 0.87 0.75 0.91 0.95 0.62 0.92 0.97 

口コミサイト・

Twitter や FB など 

平均 

標準偏差 

2.34 1.74 3.23 3.09 2.10 1.57 2.74 2.82 

1.09 0.92 0.76 0.79 1.02 0.80 0.83 0.83 

総点数 K                平均 20.07c 16.23d 27.51a 25.37b 16.42b 12.81c 21.44a 21.66a 

標準偏差 6.21 5.60 4.06 4.91 6.80 4.53 6.49 5.95 

注：Kはノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行ったことを表す。 

   異なるアルファベットは有意差があることを表す。 
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4.2 調査経験の詳細と広告リテラシー 

調査経験のある回答者に、具体的に調査行動で何を発見したかについて回答を求めた。

表 3-2 に示された具体的な項目に対して AE を「不正確情報」、CH を「良い点に関する偏

った情報」、DGを「悪い点に関する偏った情報」、CHDGの総点数を「偏った情報-総」に分

類し、得点を表 4-2-1 に示した。 

また、国別調査経験の有無で広告リテラシー（総点数、バイアス認知と懐疑性）の得点

を集計した（表 4-2-2）。 

 

表 4-2-1 国別調査経験詳細 

 
日本(N=198) 中国(N=200) 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 

不正確情報 7.09  2.95 9.49  2.37 

偏った情報-総 6.83  2.94 9.52  1.92 

印象がよくなった 1.90  0.95 2.93  0.73 

印象が悪くなった 1.55  0.81 2.19  0.70 

良い点に関する偏った情報 3.20  1.46 4.33  1.20 

悪い点に関する偏った情報 3.63  1.72 5.19  1.45 

 

表 4-2-2 国別調査経験有無と広告リテラシー 

 

日本 中国 

あり(N=198) なし(N=203) あり(N=200) なし(N=198) 

広告リテラシー総点数 平均 

標準偏差 

40.09  40.04  33.63  37.60  

6.26  6.11  8.05  7.09  

バイアス認知 平均 

標準偏差 

11.85  12.09  10.49  11.14  

1.79  1.94  1.90  1.72  

懐疑性 平均 

標準偏差 

28.24  27.95  23.14  26.45  

5.32  4.93  6.81  6.25  
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次に、「仮説 1：清涼飲料水の詳しい情報に対する調査行動によって広告に不正確な情

報があることを発見した経験がある人は、経験がない人より広告リテラシーが高いだろ

う」と「仮説 2：清涼飲料水の詳しい情報に対する調査行動によって広告に情報の偏りが

あることを発見した経験がある人はない人よりも広告リテラシーが高いだろう」の検証の

ために、表 3-2 に示した項目 Aと Eを「不正確情報」とし、「不正確情報」の発見が「ま

ったくなかった」回答者を「不正確情報発見経験なし」に分類し、それ以外の回答者を「不

正確情報発見経験あり」に分類した。Cと Hを「伝えられなかった良い情報」とし、同じ

く「伝えられなかった良い情報」の発見が「まったくなかった」回答者を「不正確情報発

見経験なし」に分類し、それ以外の回答者を「不正確情報発見経験あり」に分類した。同

様に Dと G も「伝えられなかった悪い情報」とし、回答者を「不正確情報発見経験なし」

と「不正確情報発見経験あり」に分けた。国別調査経験・不正確情報発見経験（AE）、国

別調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点と DG・悪い点）の広告リテラシー（総点

数、バイアス認知と懐疑性）の得点を表 4-2-3、表 4-2-4、表 4-2-5に示した。 

国と調査経験・不正確情報発見経験（AE）、国と調査経験・情報の偏り発見経験（CHと

DG）を独立変数とし、広告リテラシー総点数、懐疑性とバイアス認知を従属変数とし、母

分散の等質性を調査したうえで、分散分析を行った。 

 

4.2.1 バイアス認知 

バイアス認知についての分散分析の結果、国と調査経験・不正確情報発見経験（AE）

（F(2,793)=10.26,p<0.05）、国と調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）の交互作

用が有意であった（F(2,793)=9.48,p<0.05）。国と調査経験・情報の偏り発見経験（CH・

よい点）の主効果が有意傾向であった（F(2,793)=2.40,p<0.10）。 

そこで国ごとに一元配置分散分析を行った。 

 

4.2.1.1 日本の結果 

分散分析の結果、日本人大学生において、調査経験・不正確情報発見経験（AE）と調査

経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点）は有意でなかった（表 4-2-3、表 4-2-4）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）は日本人大学生において有意であった

（F(2,398)=4.57，p<0.05）。Bonferroni法による多重比較の結果、日本人大学生では調査

なし群と偏り発見なし群の群間の差が有意でなく、他の各群間の差が 5％水準で有意であ

り、清涼飲料水の詳しい情報を調査することで偏り発見あり群のバイアス認知が偏り発見

なし群と調査なし群より低かった（表 4-2-5）。 

 

4.2.1.2 中国の結果 

分散分析の結果、中国の大学生において、調査経験・不正確情報発見経験（AE）は有意

であった（F(2,395)=17.67,p<0.05）。Bonferroni 法による多重比較の結果、各群間の差が

5％水準で有意であり、清涼飲料水の詳しい情報を調査しなかった中国人大学生のバイア

ス認知が一番高く、調査することによって不正確情報を発見した経験のある中国人大学生
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のバイアス認知が発見した経験のない中国人大学生より高かった（表 4-2-3）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点）も中国の大学生において有意であった

（F(2,395)=7.67，p<0.05）。Bonferroni法による多重比較の結果、偏り発見あり群と偏り

発見なし群の群間の差が有意でなく、他の各条件間の差が 5％水準で有意であり、中国人

大学生の良い点に関する情報の調査なし群は偏り発見あり群と偏り発見なし群より高か

った（表 4-2-4）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）も中国人大学生においても有意であった

（F(2,395)=12.82，p<0.05）。Bonferroni法による多重比較の結果、中国人大学生では各

群間の差が 5％水準で有意であり、清涼飲料水の詳しい情報を調査しなかった中国人大学

生のバイアス認知が一番高く、調査することによって伝えられなかった悪い点情報に関す

る情報の偏り発見経験のある中国人大学生のバイアス認知が発見経験のない中国人大学

生より高かった（表 4-2-5）。 

 

4.2.2 広告リテラシー総点数 

広告リテラシー総点数の母分散が等しくなかったため、国と調査経験・不正確情報発見

経験（AE）、国と調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点と DG・悪い点）の 6条件で

ノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行った。 

 

4.2.2.1 日本の結果 

分析の結果、調査経験・不正確情報発見経験（AE）、調査経験・情報の偏り発見経験（CH・

よい点）と調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）では、日本人大学生の各条件間

の差が有意でなかった（表 4-2-3、表 4-2-4、表 4-2-5）。 

 

4.2.2.2 中国の結果 

調査経験・不正確情報発見経験（AE）では、中国人大学生の各条件間の差が有意であり、

中国人大学生の不正確発見経験あり群の広告リテラシーは不正確発見経験なし群より高

く、調査なし群より低かった（表 4-2-3）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点）では、中国人大学生の偏り発見あり群と

調査なし群との差が 5％水準で有意であり、中国人大学生の良い点に関する情報の偏り発

見あり群の広告リテラシーが調査なし群より低かった（表 4-2-4）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）では、中国人大学生の偏り発見なし群と

あり群の差が有意でなく、その他の各条件間の差が 5％水準で有意であり、調査なし群の

広告リテラシーが悪い点に関する情報の偏り発見あり群となし群より高かった（表 4-2-

5）。 

 

4.2.3 懐疑性 

懐疑性の母分散が等しくなかったため、国と調査経験・不正確情報発見経験（AE）、国

と調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点と DG・悪い点）の 6 条件でノンパラメト
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リック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行った。 

 

4.2.3.1 日本の結果 

分析の結果、調査経験・不正確情報発見経験（AE）、調査経験・情報の偏り発見経験（CH・

よい点）と調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）では、日本人大学生の各条件間

の差が有意でなかった（表 4-2-3、表 4-2-4、表 4-2-5）。 

 

4.2.3.2 中国の結果 

調査経験・不正確情報発見経験（AE）では、中国人大学生の各条件間の差が有意であり、

中国人大学生の不正確発見経験あり群の懐疑性は不正確発見経験なし群より高く、調査な

し群より低かった（表 4-2-3）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点）では、中国人大学生の偏り発見あり群と

調査なし群との差が 5％水準で有意であり、中国人大学生の良い点に関する情報の偏り発

見あり群の懐疑性は調査なし群より低かった（表 4-2-4）。 

調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）では、中国人大学生の偏り発見なし群と

あり群の差が有意でなく、調査なし群との差が 5%水準で有意であり、中国人大学生の偏

り発見あり群と調査なし群との差も 5％水準で有意であり、中国人大学生の悪い点に関す

る情報の偏り発見あり群の懐疑性は調査なし群より低かった（表 4-2-5）。 

 

表 4-2-3 国別調査経験・不正確情報発見経験（AE） 

  

日本 中国 

調査なし 調査あり 調査なし 調査あり 

N=203 

発見なし

N=101 

発見あり

N=97 N=198 

発見なし

N=14 

発見あり

N=186 

広告リテラシ

ー点数 

平均 

標準偏差 

40.04  40.20  39.97  37.60a  23.64c  34.38b  

6.11  7.00  5.42  7.09  6.02  7.68  

バイアス認知 平均 

標準偏差 

12.09  11.80  11.90  11.14a  8.36c  10.65b  

1.94  1.90  1.69  1.72  2.21  1.79  

懐疑性 平均 27.95  28.40  28.07  26.45a  15.29c  23.73b  

標準偏差 4.93  5.84  4.73  6.25  4.10  6.61  

注：「広告リテラシー総点数」と「懐疑性」はノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行った結果を表す。 

    「バイアス認知」は 2 要因の分散分析を行った結果を表す。 

  異なるアルファベットの間に有意差があることを表す。 
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表 4-2-4 国と調査経験・情報の偏り発見経験-よい点情報（CH） 

  

日本 中国 

調査なし 調査あり 調査なし 調査あり 

N=203 

発見なし

N=96 

偏りあり

N=102 N=198 

偏りなし

N=7 

偏りあり

N=193 

広告リテラシ

ー点数 

平均 

標準偏差 

40.04  40.44  39.75  37.60a  31.86  33.69b  

6.11  6.88  5.63  7.09  11.61  7.92  

バイアス認知 平均 

標準偏差 

12.09  11.94  11.76  11.14a  9.43b  10.53b  

1.94  1.75  1.84  1.72  2.99  1.85  

懐疑性 平均 

標準偏差 

27.95  28.50  27.99  26.45a  22.43  23.17b  

4.93  5.85  4.78  6.25  8.75  6.75  

注：「広告リテラシー総点数」と「懐疑性」はノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行った結果を表す。 

    「バイアス認知」は 2 要因の分散分析を行った結果を表す。 

  異なるアルファベットの間に有意差があることを表す。 

 

 

表 4-2-5 国と調査経験・情報の偏り発見経験-悪い点情報（DG） 

  

日本 中国 

調査なし 調査あり 調査なし 調査あり 

N=203 

発見なし

N=76 

発見あり

N=122 N=198 

発見なし

N=7 

発見あり

N=193 

広告リテラシ

ー点数 

平均 

標準偏差 

40.04  41.16  39.42  37.60  25.86  33.91  

6.11  7.14  5.57  7.09  8.51  7.91  

バイアス認知 平均 

標準偏差 

12.09a  12.30a  11.57b  11.14a  8.14c  10.58b  

1.94  1.79  1.74  1.72  2.34  1.84  

懐疑性 平均 

標準偏差 

27.95  28.86  27.85  26.45  17.71  23.34  

4.93  5.98  4.85  6.25  6.32  6.76  

注：「広告リテラシー総点数」と「懐疑性」はノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行った結果を表す。 

    「バイアス認知」は 2 要因の分散分析を行った結果を表す。 

  異なるアルファベットの間に有意差があることを表す。 

 

 

 

 

 

 



34 

 

4.3 健康に関する態度・知識・意識 

 ここでは健康に関する態度（健康楽観視）・知識（栄養知識）・意識（健康情報希求）の

得点を国別調査経験・不正確情報発見経験（AE）、国別調査経験・情報の偏り発見経験（CH

や DG）ごとに集計し、表 4-3-1、表 4-3-2、表 4-3-3に示した。 

  

4.3.1 国別調査経験・不正確情報発見経験(AE)と健康に関する態度・知識・意識 

各変数における国と調査経験・不正確情報発見経験（AE）の有無の差を検定するために、

分散分析を行った。栄養知識、健康楽観視の母分散が等しかったため、分散分析を行った

結果、栄養知識（F(2,793)=3.42，p<0.05）と健康楽観視（F(2,793)=4.42，p<0.05）にお

いて国と調査経験・不正確情報発見経験の交互作用が有意であった。 

そこで、国ごとに分散分析を行った。 

 

4.3.1.1 日本の結果 

分散分析の結果、日本では栄養知識のみ有意であり（F(2,398)=5.74，p<0.05）、

Bonferroni 法による多重比較の結果、調査なし群は不正確発見経験あり群より栄養知識

が有意に低かった（表 4-3-1）。 

健康情報希求の母分散が等しくなかったため、国別に調査経験・不正確情報発見経験

（AE）の有無の 6条件でノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行った。その結果、日本人大学生の調査なし群の健康情報希求が調査あり群（不正

確情報発見経験あり群となし群）より 5％水準で有意に低かった（表 4-3-1）。 

 

4.3.1.2 中国の結果 

分散分析の結果、中国では栄養知識（ F(2,395)=5.71， p<0.05）と健康楽観視

（F(2,395)=9.67、p<0.05）が有意であった。Bonferroni法による多重比較の結果、調査

なし群は不正確情報発見経験なし群より栄養知識が有意に低く、不正確情報発見経験なし

群は不正確情報発見経験あり群より栄養知識が有意に高かった。また、調査なし群の健康

楽観視は調査あり群より有意に高かった（表 4-3-1）。 

健康情報希求の母分散が等しくなかったため、国別に調査経験・不正確情報発見経験

（AE）の有無の 6条件でノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行った。その結果、中国人大学生の不正確情報発見経験あり群の健康情報希求が不

正確情報発見経験なし群より 5％水準で有意に低く、不正確情報発見経験なし群の健康情

報希求が調査なし群より 5％水準で有意に高かった（表 4-3-1）。 
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表 4-3-1 国別調査経験・不正確情報発見経験(AE) 

  

日本 中国 

調査なし 調査あり 調査なし 調査あり 

 

N=203 

不正確なし

N=101 

不正確あり

N=97 

 

N=198 

不正確なし

N=14 

不正確あり

N=186 

健康楽観視    平均 15.78  15.68  15.54  14.23a  11.00b  12.69b  

標準偏差 3.93  4.57  3.84  4.15  2.57  3.92  

栄養知識            平均 13.93b  15.08  15.61a  16.91c  20.50a  17.67b  

標準偏差 4.31  4.31  4.28  4.14  3.41  4.20  

健康情報希求   平均 13.39b  15.26a  15.46a  17.79c  21.71a  18.40b  

標準偏差 4.57  4.94  3.70  3.52  2.92  3.87  

注：「健康情報希求」はノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行った結果を表

す。 

    「健康楽観視」「栄養知識」は 2 要因の分散分析を行った結果を表す。 

  異なるアルファベットの間に有意差があることを表す。 
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4.3.2 国別調査経験・情報の偏り発見経験（CH・よい点）と健康に関する態度・知識・意

識 

各変数における国と調査経験・情報の偏り発見経験（CH）の有無の差を検定するため

に、分散分析を行った。栄養知識、健康楽観視の母分散が等しかったため、分散分析を

行った結果、栄養知識の国（F(1,793)=11.80，p<0.05）と調査経験・情報の偏り発見経

験（F(2,793)=10.04，p<0.05）の主効果が有意であり、健康楽観視の国と調査経験・情

報の偏り発見経験の交互作用が有意であった（F(2,793)=3.10，p<0.05）。 

そこで、国ごとに分散分析を行った。 

 

4.3.2.1 日本の結果 

その結果、日本では栄養知識のみ有意であり（F(2,398)=6.85，p<0.05）、Bonferroni 法

による多重比較の結果、日本では、調査なし群は偏り情報発見あり群より栄養知識が有意

に低かった（表 4-3-2）。 

健康情報希求の母分散が等しくなかったため、国別に調査経験・不正確情報発見経験

（CH）の有無の 6条件でノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行い、その結果、日本人大学生の調査なし群の健康情報希求が調査あり群（偏り情

報発見あり群となし群）より 5％水準で有意に低かった（表 4-3-2）。 

 

4.3.2.2 中国の結果 

中国では栄養知識（F(2,395)=3.49，p<0.05）と健康楽観視（F(2,395)=9.15，p<0.05）

が有意であった。Bonferroni 法による多重比較の結果、中国では、調査なし群は偏り情

報発見あり群より栄養知識が有意に低かった。また、調査なし群の健康楽観視は偏り情報

発見あり群より有意に高かった（表 4-3-2）。 

健康情報希求の母分散が等しくなかったため、国別に調査経験・不正確情報発見経験

（CH）の有無の6条件でノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行い、その結果、中国人大学生の調査なし群の健康情報希求が偏り情報発見なし

群より5％水準で有意に低かった（表4-3-2）。 
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表 4-3-2 国別調査経験・情報の偏り発見経験-よい点情報(CH) 

  

日本 中国 

調査なし 調査あり 調査なし 調査あり 

 

N=203 

偏りなし

N=96 

偏りあり

N=102 

 

N=198 

偏りなし

N=7 

偏りあり

N=193 

健康楽観視       平均 14.22  14.40 14.38 15.77b 15.71 17.49a 

標準偏差 3.93  4.37  4.09  4.15  3.82  3.85  

栄養知識              平均 13.93b  14.80  15.84a  16.91b  15.86  17.94a  

標準偏差 4.31  4.49  4.05  4.14  5.30  4.16  

健康情報希求    平均 13.39b  15.34a  15.37a  17.79b  17.43  18.67a  

標準偏差 4.57  4.96  3.75  3.52  3.95  3.90  

注：「健康情報希求」はノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行った結果を

表す。 

    「健康楽観視」「栄養知識」は 2 要因の分散分析を行った結果を表す。 

  異なるアルファベットの間に有意差があることを表す。 

 

4.3.3 国別調査経験・情報の偏り発見経験（DG・悪い点）と健康に関する態度・知識・意

識 

各変数に与える国と調査経験・情報の偏り発見経験（DG）の有無の差を検定するため

に、分散分析を行った。栄養知識、健康楽観視の母分散が等しかったため、分散分析を

行った結果、栄養知識の国（F(1,793)=26.43，p<0.05）と調査経験・情報の偏り発見経

験（F(1,793)=9.19，p<0.05）の主効果が有意であり、健康楽観視の国と調査経験・情報

の偏り発見経験の交互作用が有意であった（F(2,793)=4.78，p<0.05）。 

そこで、国ごとに分散分析を行った。 

 

4.3.3.1 日本の結果 

その結果、日本では、国と調査経験・偏り情報発見経験の主効果が栄養知識のみ有意で

あり（F(2,398)=6.60，p<0.05）、Bonferroni法による多重比較の結果、調査なし群は偏り

情報発見あり群より栄養知識が有意に低かった（表 4-3-3）。 

健康情報希求の母分散が等しくなかったため、国別に調査経験・不正確情報発見経験

（DG）の有無の 6条件でノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス

検定を行い、その結果、日本人大学生の調査なし群の健康情報希求が調査あり群（偏り情

報発見あり群となし群）より 5％水準で有意に低かった（表 4-3-3）。 
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4.3.3.2 中国の結果 

中国では栄養知識（ F(2,395)=2.84， p<0.10）が有意傾向であり、健康楽観視

（F(2,395)=9.04，p<0.05）が有意であった。Bonferroni法による多重比較の結果、中国

では、調査なし群は偏り情報発見あり群より栄養知識が有意に低い傾向であった。また、

調査なし群の健康楽観視は偏り情報発見あり群より有意に高かった（表 4-3-3）。 

健康情報希求の母分散が等しくなかったため、国別に調査経験・不正確情報発見経験

（DG・悪い点）の有無の6条件でノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・

ウォリス検定を行い、その結果中国人大学生の調査なし群の健康情報希求が調査あり群

（偏り情報発見あり群となし群）より5％水準で有意に低かった（表4-3-3）。 

 

表 4-3-3 国別調査経験・情報の偏り発見経験-悪い点情報(DG) 

  

日本 中国 

調査なし 調査あり 調査なし 調査あり 

 

N=203 

偏りなし

N=76 

偏りあり

N=122 

 

N=198 

偏りなし

N=7 

偏りあり

N=193 

健康楽観視      平均 14.22 14.97 14.02 15.77a 19.00 16.60b 

標準偏差 3.93  4.36  4.10  4.15  2.83  3.88  

栄養知識             平均 13.93b  14.74  15.71a  16.91  18.86  17.83  

標準偏差 4.31  4.55  4.10  4.14  7.10  4.09  

健康情報希求     平均 13.39  16.18  14.84  17.79  21.43  18.53  

標準偏差 4.57  4.40  4.29  3.52  3.21  3.89  

注：「健康情報希求」はノンパラメトリック検定の独立サンプルのクラスカル・ウォリス検定を行った結果を

表す。 

    「健康楽観視」「栄養知識」は 2 要因の分散分析を行った結果を表す。 

  異なるアルファベットの間に有意差があることを表す。 
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4.4 学校と家庭における広告リテラシー教育及び健康教育 

学校と家庭で受けた広告リテラシー教育と健康教育は大学生の飲食選択には影響を及

ぼしていると予測され、学校教育と家庭教育において広告リテラシー教育と健康教育の計

10項目への回答を求めた。 

 

4.4.1 学校と家庭での広告リテラシー教育 

「仮説 3：学校と家庭で広告リテラシーに関する教育を受けた経験が多いほど、広告リ

テラシーが高いだろう」を検定するために、家庭及び学校での広告リテラシー：広告技法

教育と健康教育：不健康食品への認識教育を独立変数とし、広告リテラシー（総点数、懐

疑性とバイアス認知）を従属変数とした国別の重回帰分析を行った（図 4）。 

 

4.4.1.1 日本の結果 

分析の結果、日本では、家庭での広告リテラシー：広告技法教育から広告リテラシー総

点数への負の偏回帰係数（β=-.18, p<0.05）、懐疑性への負の偏回帰係数（β=-.15, 

p<0.05）、バイアス認知への負の偏回帰係数が有意であり（β=-.17, p<0.05）、家庭での

広告リテラシー：広告技法教育を多く受けると広告リテラシーが低いことが示された。ま

た、学校での広告リテラシー：広告技法教育からバイアス認知への負の偏回帰係数が有意

な傾向であり（β=-.13, p<0.05）、学校での広告リテラシー：広告技法教育を多く受ける

とバイアス認知が低いことが示された（表 4-4-1）。 

 

4.4.1.2 中国の結果 

 中国では、家庭での広告リテラシー：広告技法教育から広告リテラシー総点数への負の

偏回帰係数（β=-.22, p<0.05）、懐疑性への負の偏回帰係数（β=-.17, p<0.05）、バイア

ス認知への負の偏回帰係数が有意であり（β=-.29, p<0.05）、家庭での広告リテラシー：

広告技法教育を多く受けると広告リテラシーが低いことが示された（表 4-4-1）。 

  

 

 

 

 

 

 

  

図 4 広告リテラシー教育に関する仮説 

（重回帰モデル） 

学校広告リテラシー教育 

家庭広告リテラシー教育 

広告リテラシー 
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表 4-4-1 家庭・学校教育と広告リテラシー（綜合・各下位）との標準重回帰分析結果（β） 

  

広告リテラシー総点数 懐疑性 バイアス認知 

日本 中国 日本 中国 日本 中国 

家庭-広告技法教育 -.18** -.22** -.15* -.17* -.17** -.29** 

学校-広告技法教育 .04 -.04 .00 -.04 -.11+ .00 

R2 乗 .03** .05** .02* .03** .06* .07** 

注：**p<0.01，*p<0.05，+p<0.10 
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4.4.2 学校と家庭での健康教育 

「仮説 4：学校と家庭で健康教育を受けた経験が多いほど、健康に対する態度・知識・

意識が高いだろう」を検定するために、家庭と学校での健康教育：栄養知識教育と健康教

育：不健康食品への認識教育を独立変数とし、健康態度に関連する健康楽観視、健康知識

に関連する栄養知識、健康意識に関連する健康情報希求をそれぞれ従属変数とした国別の

重回帰分析を行った（図 5）。 

 

4.4.2.1 日本の結果 

その結果、日本では、家庭での健康教育：栄養知識教育から健康情報希求への正の偏回

帰係数が有意であり（β=.22, p<0.05）、栄養知識への正の偏回帰係数が有意な傾向であ

り（β=.16, p<0.10）、家庭での健康教育：栄養知識教育を多く受けると健康関する意識

が強く、健康に関する知識が多いことが示された（表 4-4-2）。 

学校での健康教育：栄養知識教育から健康情報希求への正の偏回帰係数が有意であり

（β=.29, p<0.05）、学校での健康教育：栄養知識教育を多く受けると健康に関する知識

が多いことが示された（表 4-4-2）。 

 

4.4.2.2 中国の結果 

中国では、家庭での健康教育：栄養知識教育から健康楽観視への負の偏回帰係数（β

=-.24, p<0.05）、健康情報希求への正の偏回帰係数（β=.33, p<0.05）、栄養知識への正

の偏回帰係数が有意であり（β=.25, p<0.05）、家庭での健康教育：栄養知識教育を多く

受けると健康関する態度・知識・意識が高いことが示された（表 4-4-2）。 

学校での健康教育：栄養知識教育から健康情報希求への正の偏回帰係数（β=.15, 

p<0.05）、栄養知識への正の偏回帰係数が有意であり（β=.15, p<0.05、学校での健康教

育：栄養知識教育を多く受けると健康に関する知識・意識が高いことが示された（表 4-

4-2）。 

学校での健康教育：不健康食品への認識教育から健康情報希求への負の偏回帰係数が有

意であり（β=-.15, p<0.05）、学校での健康教育：不健康食品への認識教育を多く受ける

と健康意識が低いことが示された（表 4-4-2）。 

 

  

 

 

 

 

  

学校健康教育 

家庭健康教育 

健康に関する

態度・知識・

意識 

図 5 健康教育に関する仮説 

（重回帰モデル） 
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表 4-4-2 家庭・学校教育と健康に関する態度・知識・意識との標準重回帰係数（β） 

  健康楽観視 健康情報希求 栄養知識 

 日本 中国 日本 中国 日本 中国 

家庭-一般栄養知識 .08 .24** .22** .33** .16* .25** 

学校-一般栄養知識 .09 -.02 .29** .15** .04 .15* 

家庭-不健康食品への認識 -.06 -.01 .03 -.02 -.06 -.08 

学校-不健康食品への認識 -.26 -.07 -.12 -.15* -.11 -.04 

R2 乗 .05** .06** .15** .21** .02+ .13** 

注：**p<0.0１，*p<0.05，+p<0.１ 
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5 考察 

5.1 仮説 1の検討 

表 5-1 に調査経験・不正確情報発見経験と広告リテラシーの分析結果をまとめて示し

た。 

不正確情報の発見経験がある中国人大学生の広告リテラシー（総点数、バイアス認知、

懐疑性）は発見経験のない大学生より高かったが、調査経験のない人より低かった。調査

経験・不正確情報の発見経験の有無にかかわらず、日本人大学生では有意な差が見られな

かった。 

 したがって、「仮説１：清涼飲料水の詳しい情報に対する調査行動によって広告に不正

確な情報があることを発見した経験がある人は、経験がない人より広告リテラシーが高い

だろう」は支持されなかった。 

 日本人大学生において、広告リテラシー（総点数、懐疑性、バイアス認知）に調査経験・

不正確情報の発見経験の有無の条件間で差が見られなかったのは、日本人大学生の広告リ

テラシーの点数が全体的に高かったためではないかと考えられる。 

 中国人大学生においては、調査経験ありの大学生では不正確情報発見経験なしの人数は

少なく、不正確情報発見経験ありの大学生より得点も低かった。また、調査経験のない大

学生の広告リテラシーが高く、仮説１と逆の結果も見られた。この理由の 1 つとして、調

査経験のない大学生では、調査対象商品の清涼飲料水の発売時間は調査対象期間の 1 ヶ

月ではなく、調査対象期間より前にすでに調査し、その際に不正確情報を発見し、今回の

調査前にすでに広告リテラシーがより高くなっていた可能性が考えられる。 

 

表 5-1 調査経験・不正確情報発見経験と広告リテラシーの分析結果まとめ 

  日本 中国 

広告リテラシー総点数 n.s. 調査経験なし＞不正確発見あり＞不正確発見なし 

バイアス認知 n.s. 調査経験なし＞不正確発見あり＞不正確発見なし 

懐疑性 n.s. 調査経験なし＞不正確発見あり＞不正確発見なし 
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5.2 仮説 2の検討 

表 5-2と表 5-3 に調査経験・情報の偏り発見経験-よい点と悪い点情報と広告リテラシ

ーの分析結果をまとめて示した。中国では、調査経験のない大学生の広告リテラシーがよ

り高かった。日本では、悪い点に関する情報の偏り発見経験のある大学生のバイアス認知

が低かった。 

 したがって、「仮説２：清涼飲料水の詳しい情報に対する調査行動によって広告に情報

の偏りがあることを発見した経験がある人はない人よりも広告リテラシーが高いだろう」

は支持されなかった。 

一部の調査経験のない大学生の広告リテラシーがより高かったため、中国人大学生では

仮説 2と逆の結果になった。仮説 1と同様に、この理由の 1つとして、調査経験のない大

学生では、調査対象商品の清涼飲料水の発売時間は調査対象期間の 1ヶ月ではなく、調査

対象期間より前にすでに調査し、その際に情報の偏りを発見し、今回の調査前にすでに広

告リテラシーがより高くなっていた可能性が考えられる。 

また、調査経験により偏り情報発見経験のある大学生の広告リテラシーが 1 番低かっ

たため、日本人大学生においてもバイアス認知では仮説と逆の結果になった。 

仮説 1 と同様に仮説 2 の検討においても、偏り発見経験のない中国人大学生のサンプ

ル数が少なかった理由として、次のような状況が考えられる。中国では、国民の健康に影

響する環境問題の解決、全民トレーニングと健康の推進、食品安全管理の増強、国民の命

を影響する公共安全事故の減少、高齢者に継続的な健康管理と医療サービスの提供を実現

することを目標にし、個人の問題でなく、個人の健康に影響する外部の環境問題と食品安

全問題の解決に進んでいる（健康中国促進委員会，2019）。 したがって、食品安全環境

が整備されていない状況の中、日常の食品選択にあたって外観や表示を確認することが基

本となるのが中国人大学生の現状だと思われる。 

一方、日本では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小、生活習慣病の発症予防と重症化予

防の徹底（NCDの予防）、社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上、健康を支え、

守るための社会環境の整備、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・

口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善を目的とし、現状の維持及び個人の健康

に関する生活習慣の改善に力を入れている（厚生労働省，2012）。 
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表 5-2 調査経験・情報の偏り発見経験-よい点情報と広告リテラシーの分析結果まとめ 

 日本 中国 

広告リテラシー総点数 n.s. 調査なし＞偏り発見あり 

バイアス認知 n.s. 

調査なし＞偏り発見あり 

調査なし＞偏り発見なし 

懐疑性 n.s. 調査なし＞偏り発見あり 

  

表 5-3 調査経験・情報の偏り発見経験-悪い点情報と広告リテラシーの分析結果まとめ 

 日本 中国 

広告リテラシー総点数 n.s. 

調査なし＞偏り発見なし 

調査なし＞偏り発見あり 

バイアス認知 

調査なし＞偏り発見あり 

偏り発見なし＞偏り発見あり 

調査なし＞偏り発見なし 

調査なし＞偏り発見あり 

懐疑性 n.s. 調査なし＞偏り発見なし 
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5.3 仮説 3の検討 

表 5-4に家庭・学校教育と広告リテラシーの分析結果をまとめて示した。 

日本と中国において、家庭での広告リテラシー教育を多く受けるほど、広告リテラシー

がより低くなる負相関が見られた。 

したがって、「仮説 3：学校と家庭で広告リテラシーに関する教育を受けた経験が多い

ほど、広告リテラシーが高いだろう」は支持されなかった。 

 学校教育では有意な関係が見られなかった理由は、前文に述べた通りに、日本と中国の

学校では、広告リテラシー教育の実践を行っているが、カリキュラムにならなかったため

であると考えられる。 

 家庭教育では負の関係になった理由の 1 つは、家庭では、子どもがテレビを見る時に、

保護者はテレビに出たものについてコメントしたりすることがあり（Buijzen ら,2005）、

Rozendaal（2010）も保護者から広告についての積極的なコミュニケーションが子どもの

広告リテラシーを促進することができると述べたが、日本と中国の親子コミュニケーショ

ンが保護系をベースにしたため（Rose,1998;Chan,2003）、子どもに自分の意思に従って

もらう傾向が強く、逆に子どもの反抗意識を起こし、広告に対する自分なりの考え方が育

てられなくなる可能性があると考えられる。したがって、保護者の教育方法を見直す必要

が示唆された。 

 もう 1つの理由は、前述のように、保護者の広告への評価は子どもに影響しており、も

し保護者は広告の信頼性が高いと評価した場合、子どもの広告リテラシーに悪い影響を与

えることが予想される。したがって、保護者に対する広告リテラシー教育も重要であると

考えられる。 

 

表 5-4 家庭・学校教育と広告リテラシーの分析結果まとめ 

  
広告リテラシー総点数 懐疑性 バイアス認知 

日本 中国 日本 中国 日本 中国 

家庭-広告技法教育 負 負 負 負 負 負 

学校-広告技法教育 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. 
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5.4 仮説 4の検討 

 家庭での健康教育：栄養知識教育を多く受けるほど、日本人大学生の健康意識（健康情

報希求）と健康知識（栄養知識）、中国人大学生の健康態度（健康楽観視）・意識・知識が

高かった。 

 学校での健康教育：栄養知識教育を多く受けるほど、日本人大学生の健康意識、中国人

大学生の健康意識と健康知識が高かった。 

 学校での不健康食品への認識教育を多く受けるほど、中国人大学生の健康意識が低かっ

た。 

したがって、「仮説 4：学校と家庭で健康教育を受けた経験が多いほど、健康に対する

態度・知識・意識が高いだろう」は、日本人大学生で、家庭での健康教育：栄養知識教育

経験が健康に関する意識（健康情報希求）と健康に関する知識（栄養知識）、学校での健

康教育：栄養知識教育経験が健康に関する意識（健康情報希求）で支持された。 

 中国人大学生で、家庭での健康教育：栄養知識教育経験が健康に関する態度・知識・意

識（健康楽観視・栄養知識・健康情報希求）、学校での健康教育：栄養知識教育経験が健

康に関する意識（健康情報希求）と健康に関する知識（栄養知識）で支持された。 

一方、中国人大学生で学校での健康教育：不健康食品への認識教育が健康意識に逆の結

果になった。 

日本では、学校での健康教育：栄養教育は主に食育を中心にしたため（文部科学省，

2009；文部科学省，2017）、学校の給食や保護者からの弁当に合わせて、食事の内容が確

保されている。そのため、学校での健康教育：不健康食品への認識教育は日本人大学生に

おいて有意でなかった。 

中国では、学校での健康教育：栄養教育は栄養素の働きについての教育が多かったため

(中華人民共和国教育部,2011)、健康教育：不健康食品の認識教育が十分にされていない

状態である。不健康食品についての教育は行事の形で行われており、市販されているパッ

ケージ付きの食品は基本的に全部不健康食品として禁止及び没収されることが多かった

ため（正源学校，2019；攀枝花七中執公室,2018）、お腹が空いたままで授業をうけたり、

スナックが没収された子どもにクラス中に反省文を発表させたりすることで子どもに嫌

われ、逆効果になった可能性も考えられる。したがって、学校での健康教育：不健康食品

への認識教育の内容を見直す必要があると考えられる。 

表 5-5 家庭・学校教育と健康に関する態度・知識・意識の分析結果まとめ 

 健康態度 健康意識 健康知識 

  日本 中国 日本 中国 日本 中国 

家庭-一般栄養知識 n.s. 正 正 正 正 正 

学校-一般栄養知識 n.s. n.s. 正 正 n.s. 正 

家庭-不健康食品への認識 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. 

学校-不健康食品への認識 n.s. n.s. n.s. 負 n.s. n.s. 
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5.5 今後の課題 

本研究では、日本人大学生と中国人大学生の清涼飲料水の広告接触による調査行動の有

無と広告リテラシーの関係、および健康に関する態度・知識・意識との関係について検討

を行い、清涼飲料水の調査行動経験で不正確や情報の偏りの発見経験が広告リテラシーを

高める可能性が示されなかった。 

本研究では、清涼飲料水の詳しい情報の調査行動経験が広告リテラシーへの影響につい

て、一時点で検討したため、調査経験が広告リテラシーを高める原因になっているかにつ

いては厳密に明らかになっていない。今後はこうした因果関係の特定をさらに検討してい

く必要があると考えられる。  

また、日本と中国人大学生において、学校や家庭での健康教育：栄養知識教育が健康に

関する態度・知識・意識に促進効果がある可能性が見られており、学校や家庭での広告リ

テラシー教育は広告リテラシーを抑制する可能性が見られた。学校や家庭での広告リテラ

シー教育内容及び方法について検討する必要があると考えられる。 
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